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○新座市認可外保育施設指導監督要綱 

平成１３年８月２３日 

告示第１９３号 

改正 令和３年６月３０日告示第２９６号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、知事の権限に属する事務処理の特例に関する条例（平成１

１年埼玉県条例第６１号）によって本市が処理する児童福祉法（昭和２２年法

律第１６４号。以下「法」という。）に基づく事務のうち、認可外保育施設に

対する指導、監督等の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、認可外保育施設とは、法第６条の３第９項から第１

２項までに規定する事業又は第３９条第１項に規定する事業を目的とする施設

であって、法第３４条の１５第２項若しくは第３５条第４項の認可又は就学前

の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８

年法律第７７号。以下この条において「認定こども園法」という。）第１７条

第１項の認可を受けていないもの（法第５８条の規定により保育所若しくは家

庭的保育事業等の認可を取り消されたもの又は認定こども園法第２２条第１項

の規定により幼保連携型認定こども園の認可を取り消されたものを含む。）を

いう。 

（届出） 

第３条 法第５９条の２第１項の規定による事業開始の届出は、認可外保育施設

設置届により行うものとする。 

２ 法第５９条の２第２項の規定による届出事項の変更並びに事業の廃止及び休

止の届出は、それぞれ認可外保育施設事業内容変更届及び認可外保育施設廃

止・休止届により行うものとする。 

（運営状況の報告等） 

第４条 認可外保育施設の設置者又は管理者（以下「設置者等」という。）は、

年１回、認可外保育施設調書の提出により施設の運営状況を市長に報告するも

のとする。 

２ 設置者等は、次の各号に掲げる場合は、速やかに当該各号に掲げる報告書に



2/4 

より市長に報告しなければならない。 

(1) 児童の死亡事故、重傷事故、食中毒事故等の重大な事故が生じた場合 事

故報告書 

(2) １日当たり２４時間かつ週のうちおおむね５日以上入所している児童が

いる場合 長期滞在児報告書 

３ 市長は、毎年、前２項の規定による報告に係る事項その他認可外保育施設に

関し児童の福祉のため必要と認める事項を取りまとめ、これを公表するものと

する。 

（立入調査） 

第５条 市長は、法第５９条第１項の規定により、年１回、認可外保育施設に市

職員を立ち入らせ、児童の処遇等の保育内容、保育従事者数、施設設備等につ

いて調査させるものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、市長が必要と認めるときは、市職員を認可外保育

施設に立ち入らせ、必要な調査をさせるものとする。 

（指導） 

第６条 前条に規定する調査の結果、別に定める認可外保育施設指導監督基準に

より、改善を要すると認められる場合は、当該設置者等に対して、必要な指導

をするものとする。 

２ 前項の指導を受けた設置者等は、指導後の改善状況報告書により指導を受け

た事項に係る改善の状況を市長に報告しなければならない。 

（証明書の交付及び公表） 

第７条 市長は、別に定める認可外保育施設指導監督基準を満たしていると認め

る施設の設置者等に対し、その旨を証明する証明書を交付するものとする。 

２ 前項の規定による証明書の交付を行った場合は、その旨を公表するものとす

る。 

（勧告） 

第８条 第６条の指導にもかかわらず改善が行われない場合又は児童の福祉のた

めに市長が特に必要と認める場合は、法第５９条第３項の規定により当該設置

者等に対して、改善を行うよう勧告するものとする。 

２ 前項の勧告を受けた設置者等は、勧告後の改善状況報告書により勧告を受け
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た事項に係る改善の状況を市長に報告しなければならない。 

（利用者に対する周知及び公表） 

第９条 前条の勧告にもかかわらず改善が行われず、かつ、改善の見通しがない

場合は、当該勧告の内容及び改善が行われていない状況について、当該認可外

保育施設の利用者に対して周知するとともに、法第５９条第４項の規定により

公表するものとする。 

（命令及び公表） 

第１０条 第８条の勧告にもかかわらず改善が行われず、かつ、改善の見通しが

ない場合又は児童の福祉のために緊急を要し、改善の指導若しくは勧告を行う

暇がない場合において市長が特に必要と認めるときは、法第５９条第５項の規

定に基づき、新座市子ども・子育て会議の意見を聴き、認可外保育施設につい

て、その事業の停止又は施設の閉鎖を命じるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、児童の生命又は身体の安全を確保するため緊急を

要する場合で、あらかじめ新座市子ども・子育て会議の意見を聴くいとまがな

いときは、法第５９条第６項の規定により当該手続を経ないで前項の命令をす

るものとする。 

３ 前２項の規定による命令を行った場合は、その旨を公表することができる。 

（令３告示２９６・一部改正） 

（委任） 

第１１条 この告示に定めるもののほか、様式の作成その他の認可外保育施設に

対する指導及び監督に関し必要な事項は、こども未来部長が別に定める。 

附 則 

この告示は、告示の日から施行する。 

附 則（平成１５年告示第１１４号） 

この告示は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年告示第２２７号） 

この告示は、告示の日から施行する。 

附 則（平成２１年告示第１２３号） 

この告示は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年告示第２５６号） 
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この告示は、告示の日から施行する。 

附 則（平成２９年告示第５０７号） 

この告示は、平成３０年１月１日から施行する。 

附 則（令和３年告示第２９６号） 

この告示は、令和３年７月１日から施行する。 

 


